
 

 

議案第５０号 

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

平成２４年２月７日提出 

さいたま市長 清 水 勇 人 

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例の一部を改正する条例 

さいたま市総合療育センターひまわり学園条例（平成１３年さいたま市条例第１５

９号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

  改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

  改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

  改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
目次 目次 
第１章 ［略］ 第１章 ［略］ 
第２章 障害児総合療育施設 第２章 心身障害児総合療育施設 
第１節 ［略］ 第１節 ［略］ 
第２節 児童発達支援センター（第１０条―第

１５条） 
第２節 つぼみ園（第１０条―第１２条の４） 

 第３節 めぶき園（第１３条―第１５条） 
 第４節 わかば園（第１６条―第１８条） 
第３章 [略] 第２章の２ [略] 
第１節 相談・検査施設（第１６条―第１８条

） 
第１節 相談・検査施設（第１８条の２―第１

８条の４） 
第２節 児童発達支援センター（第１９条―第

２１条） 
第２節 すみれ園（第１８条の５―第１８条の

７） 
 第３節 たんぽぽ園（第１８条の８―第１８条

の１０） 
第４章 障害者福祉施設みのり園（第２２条―第

２７条） 
第３章 心身障害者福祉施設みのり園（第１９条

―第２４条） 
第５章 補則（第２８条―第３０条） 第４章 補則（第２５条―第２７条） 
附則 附則 
  



 

 

（設置） （設置） 
第１条 障害児に対する療育及び障害者の日中の活
動の支援を行うことにより、障害児及び障害者の
福祉の増進を図るため、さいたま市総合療育セン
ターひまわり学園（以下「センター」という。）
を設置する。 

第１条 心身障害児・者に対して療育及び教育を行
うことにより心身障害児・者の福祉の増進を図る
ため、さいたま市総合療育センターひまわり学園
（以下「センター」という。）を設置する。 

  
（名称及び位置等） （名称及び位置等） 

第２条 センターを構成する施設の名称及び位置は、
次のとおりとする。 

第２条 センターを構成する施設の名称及び位置は、
次のとおりとする。 

名称 位置 

障害児総合療育施設 

障害者福祉施設みのり園 

［略］ 

［略］  

名称 位置 

心身障害児総合療育施設 

心身障害者福祉施設みのり園 

［略］ 

［略］  
２ 障害児総合療育施設に次の施設を置く。 ２ 心身障害児総合療育施設に次の施設を置く。 
  ［略］   ［略］ 
  児童発達支援センター   つぼみ園 
   めぶき園 
   わかば園 

３ 療育センターさくら草に次の施設を置く。 ３ 療育センターさくら草に次の施設を置く。 
  ［略］   ［略］ 
  児童発達支援センター   すみれ園 
   たんぽぽ園 
  
第２章 障害児総合療育施設 第２章 心身障害児総合療育施設 

  
（業務） （業務） 

第５条 障害児総合療育施設に置く相談・検査施設
（以下この節において「施設」という。）は、障
害児のために次に掲げる業務を行う。 

第５条 相談・検査施設（以下この章において「施
設」という。）は、心身障害児のために次に掲げ
る業務を行う。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 
  地域における療育の支援に関すること。  
  さいたま市立の特別支援学校との連携に関す
ること。 

 

  前各号に掲げるもののほか、センターの設置
の目的を達成するために必要な事項に関するこ
と。 

 

  
第２節 児童発達支援センター 第２節 つぼみ園 

  
（業務） （業務） 

第１０条 障害児総合療育施設に置く児童発達支援
センター（以下この節において「児童発達支援セ
ンター」という。）は、児童福祉法（昭和２２年
法律第１６４号。以下「法」という。）第４３条
に規定する施設として、次に掲げる業務を行う。 
  児童発達支援に関すること。 

第１０条 つぼみ園は、児童福祉法（昭和２２年法
律第１６４号。以下「法」という。）第４３条の
３の規定による肢体不自由児通園施設として、上
肢、下肢又は体幹の機能に障害のある児童のため
に治療、機能訓練及び生活指導に関する業務を行
う。 



 

 

  医療型児童発達支援に関すること。  
  
（定員） （定員） 

第１１条 児童発達支援センターの定員は、１００
人とする。 

第１１条 つぼみ園の定員は、４０人とする。 

  
（利用者の資格） （入園の資格） 

第１２条 児童発達支援センターを利用することが 
できる者は、次の各号のいずれかに該当する児童
及びその保護者とする。 
  法第２１条の５の５第１項の規定による通所
給付決定に係る児童 
  児童の保護者が当該児童について法第２１条
の５の４第１項第１号に該当することにより同
項の規定による特例障害児通所給付費の支給を
受けることが見込まれる場合における当該児童 
  法第２１条の６の規定による措置に係る児童 

第１２条 つぼみ園へ入園できる者は、次に掲げる
者とする。 
  法第２４条の３第６項に規定する施設受給者
証に記載された児童 
  法第２７条第１項第３号の規定による措置に
係る児童 

  
（使用料） （使用料） 

第１３条 法第２１条の５の３第１項に規定する指
定通所支援を受けた保護者（前条第３号に該当す
る児童の保護者を除く。）は、当該指定通所支援
について、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各 
号に定める額及び同項に規定する通所特定費用を、
児童発達支援センターの使用料として、市長に納
付しなければならない。 

   前条第１号に該当する児童の保護者 法第２
１条の５の３第２項第２号に掲げる額 

第１２条の２ 法第２４条の２第１項に規定する障
害児施設給付費の支給の対象となる指定施設支援
を受けた保護者は、当該指定施設支援に要した費
用から同条第２項若しくは第３項の規定による給
付額を控除した額及び同条第１項に規定する特定
費用又は厚生労働大臣が定める基準により市長が
定める額を、つぼみ園の使用料として、市長に納
付しなければならない。 

   前条第２号に該当する児童の保護者 法第２
１条の５の４第２項第１号に掲げる額 

 

２ 法第２１条の５の２８第１項に規定する肢体不
自由児通所医療を受けた児童に係る法第６条の２
第８項に規定する通所給付決定保護者は、当該肢
体不自由児通所医療について、健康保険の療養に
要する費用の額の算定方法の例により算定した額
から法第２１条の５の２８第２項の規定による肢
体不自由児通所医療費の額を控除した額を児童発
達支援センターの使用料として、市長に納付しな
ければならない。 

 

  
（退所等） （退園等） 

第１４条 市長は、児童発達支援センターに通所す
る児童が次の各号のいずれかに該当するときは、
当該児童を退所させ、又はその通所を一時停止す
ることができる。 

第１２条の３ 市長は、通園児童が次の各号のいず 
れかに該当するときは、当該通園児童を退園させ、
又はその通園を一時停止することができる。 

  指導の結果、通所の目的を達成したと認めら
れるとき。 

  指導の結果、入園の目的を達成したと認めら
れるとき。 

  ［略］   ［略］ 
  児童発達支援センターの管理上、特に必要が   つぼみ園の管理上、特に必要があると認めら



 

 

あると認められるとき。 れるとき。 
  
（使用料の減免） （使用料の減免） 

第１５条 市長は、特別の必要があると認めるとき 
は、児童発達支援センターの使用料を減額し、又
は免除することができる。 

第１２条の４ 市長は、特別の必要があると認めら
れるときは、つぼみ園の使用料を減額し、又は免
除することができる。 

  
 第３節 めぶき園 

  
 （業務） 

 第１３条 めぶき園は、法第４３条の規定による知
的障害児通園施設として、知的障害児のために生
活指導に関する業務を行う。 

  
 （定員） 

 第１４条 めぶき園の定員は、３０人とする。 
  
 （準用） 

 第１５条 第１２条から第１２条の４までの規定は、
めぶき園について準用する。 

  
 第４節 わかば園 

  
 （業務） 

 第１６条 わかば園は、法第４３条の２の規定によ
る難聴幼児通園施設として、難聴の児童のために
聴能訓練、言語機能訓練及び生活指導に関する業
務を行う。 

  
 （定員） 

 第１７条 わかば園の定員は、３０人とする。 
  
 （準用） 

 第１８条 第１２条から第１２条の４までの規定は、
わかば園について準用する。 

  
第３章 ［略］ 第２章の２ ［略］ 
第１節 ［略］ 第１節 ［略］ 

  
（業務） （業務） 

第１６条 療育センターさくら草に置く相談・検査 
施設（以下この節において「施設」という。）は、
障害児のために第５条各号に掲げる業務を行う。 

第１８条の２ 相談・検査施設（以下この章におい
て「施設」という。）は、心身障害児のために第
５条各号に掲げる業務を行う。 

  
第１７条 ［略］ 第１８条の３ ［略］ 
  

第１８条 ［略］ 第１８条の４ ［略］ 



 

 

  
第２節 児童発達支援センター 第２節 すみれ園 

  
（業務） （業務） 

第１９条 療育センターさくら草に置く児童発達支
援センター（以下この節において「児童発達支援
センター」という。）は、法第４３条に規定する
施設として、第１０条各号に掲げる業務を行う。 

第１８条の５ すみれ園は、法第４３条の３の規定
による肢体不自由児通園施設として、上肢、下肢
又は体幹の機能に障害のある児童のために治療、
機能訓練及び生活指導に関する業務を行う。 

  
（定員） （定員） 

第２０条 児童発達支援センターの定員は、６０人
とする。 

第１８条の６ すみれ園の定員は、３０人とする。 

  
（準用） （準用） 

第２１条 第１２条から第１５条までの規定は、児
童発達支援センターについて準用する。 

第１８条の７ 第１２条から第１２条の４までの規
定は、すみれ園について準用する。 

  
 第３節 たんぽぽ園 

  
 （業務） 

 第１８条の８ たんぽぽ園は、法第４３条の規定に
よる知的障害児通園施設として、知的障害児のた
めに生活指導に関する業務を行う。 

  
 （定員） 

 第１８条の９ たんぽぽ園の定員は、３０人とする。
  
 （準用） 

 第１８条の１０ 第１２条から第１２条の４までの
規定は、たんぽぽ園について準用する。 

  
第４章 障害者福祉施設みのり園 第３章 心身障害者福祉施設みのり園 

  
（業務） （業務） 

第２２条 障害者福祉施設みのり園（以下「みのり
園」という。）は、身体障害者福祉法（昭和２４
年法律第２８３号）第３１条の規定による身体障
害者福祉センター及び障害者のための福祉施設と
して、次に掲げる業務を行う。 

第１９条 心身障害者福祉施設みのり園（以下「み
のり園」という。）は、身体障害者福祉法（昭和
２４年法律第２８３号）第３１条の規定による身
体障害者福祉センター及び知的障害者のための福
祉施設として、身体障害者及び知的障害者のため
に、次に掲げる業務を行う。ただし、知的障害者
に対しては第２号の業務は、除くものとする。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 
  障害者福祉団体に対する活動の場の提供に関
すること。 

  心身障害者福祉団体に対する活動の場の提供
に関すること。 

  
（利用者の資格） （利用者の資格） 

第２３条 みのり園を利用することができる者は、 第２０条 みのり園を利用することができる者は、



 

 

障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条
第１号に規定する障害者とする。ただし、市長が
特別の理由があると認めたときは、この限りでな
い。 

身体障害者及び知的障害者とする。ただし、市長
が特別の理由があると認めたときは、この限りで
ない。 

  
第２４条 ［略］ 第２１条 ［略］ 
  

第２５条 ［略］ 第２２条 ［略］ 
  
（利用の許可の取消し等） （利用の許可の取消し等） 

第２６条 市長は、第２４条の利用の許可を受けた
者が次の各号のいずれかに該当するときは、その
利用を停止し、又は利用の許可を取り消すことが
できる。 

第２３条 市長は、第２１条の利用の許可を受けた
者が次の各号のいずれかに該当するときは、その
利用を停止し、又は利用の許可を取り消すことが
できる。 

 ～  ［略］  ～  ［略］ 
  

第２７条 ［略］ 第２４条 ［略］ 
  
第５章 ［略］ 第４章 ［略］ 

  
第２８条 ［略］ 第２５条 ［略］ 
  
（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第２９条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第
６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管
理者（以下「指定管理者」という。）に、みのり
園の管理に関する業務のうち、次に掲げるものを
行わせることができる。 

第２６条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第
６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管
理者（以下「指定管理者」という。）に、みのり
園の管理に関する業務のうち、次に掲げるものを
行わせることができる。 

  第２２条第４号に規定する業務   第１９条第４号に規定する業務 
 ・  ［略］  ・  ［略］ 

２ 市長は、前項各号に掲げるもののほか、次に掲
げる業務を指定管理者に行わせることができる。 

２ 市長は、前項各号に掲げるもののほか、次に掲
げる業務を指定管理者に行わせることができる。 

  第２２条第１号から第３号までに規定する業
務 

  第１９条第１号から第３号までに規定する業
務 

  第２４条の規定により、みのり園の利用の許
可をすること。 

  第２１条の規定により、みのり園の利用の許
可をすること。 

  第２５条の規定により、同条各号のいずれか 
に該当すると認めたときに、許可をしないこと。

  第２２条の規定により、同条各号のいずれか 
に該当すると認めたときに、許可をしないこと。

  第２６条の規定により、同条第１号、第３号
若しくは第４号のいずれかに該当するとき又は
利用の許可の条件若しくは指定管理者の指示に
違反したときに、利用を停止し、又は許可を取
り消すこと。 

  第２３条の規定により、同条第１号、第３号
若しくは第４号のいずれかに該当するとき又は
利用の許可の条件若しくは指定管理者の指示に
違反したときに、利用を停止し、又は許可を取
り消すこと。 

  ［略］   ［略］ 
  
（委任） （委任） 

第３０条 この条例に定めるもののほか、障害児総
合療育施設、療育センターさくら草及びみのり園

第２７条 この条例に定めるもののほか、心身障害
児総合療育施設、療育センターさくら草及びみの



 

 

の管理に関し必要な事項は、規則で定める。 り園の管理に関し必要な事項は、規則で定める。 
  

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後のさいたま市総合療育センターひまわり学園条例第１３条

（同条例第２１条において準用する場合を含む。）の規定は、この条例の施行の日

以後の利用に係る使用料について適用し、同日前の利用に係る使用料については、

なお従前の例による。 


